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1. 平成27年3月期の連結業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 190,414 6.6 4,133 △13.5 4,324 △13.2 2,973 △20.9
26年3月期 178,653 19.1 4,778 51.3 4,982 48.3 3,760 15.5

（注）包括利益 27年3月期 3,149百万円 （△17.1％） 26年3月期 3,800百万円 （12.4％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年3月期 143.44 125.38 5.6 3.4 2.2
26年3月期 181.44 177.93 7.4 4.6 2.7

（参考） 持分法投資損益 27年3月期 ―百万円 26年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 133,060 54,468 40.9 2,628.04
26年3月期 119,207 52,255 43.7 2,515.61

（参考） 自己資本 27年3月期 54,468百万円 26年3月期 52,138百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年3月期 △5,162 △8,823 14,270 2,596
26年3月期 △7,009 △5,922 12,845 2,312

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年3月期 ― 18.00 ― 22.00 40.00 829 22.0 1.6
27年3月期 ― 15.00 ― 20.00 35.00 725 24.4 1.4
28年3月期(予想) ― 17.00 ― 23.00 40.00 26.6

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 96,764 8.1 1,852 7.5 1,921 7.1 1,330 12.0 64.17
通期 200,752 5.4 4,376 5.9 4,509 4.3 3,111 4.6 150.10



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、（添付資料）15ページ「５．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期 21,244,830 株 26年3月期 21,244,830 株
② 期末自己株式数 27年3月期 519,050 株 26年3月期 519,050 株
③ 期中平均株式数 27年3月期 20,725,780 株 26年3月期 20,725,812 株

（参考）個別業績の概要 

1. 平成27年3月期の個別業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 179,149 6.9 3,623 △13.6 3,810 △13.5 2,652 △22.7
26年3月期 167,565 23.3 4,194 49.2 4,405 45.5 3,433 1.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

27年3月期 127.99 111.86
26年3月期 165.67 162.47

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 125,115 52,407 41.9 2,528.59
26年3月期 114,120 50,411 44.2 2,432.32

（参考） 自己資本 27年3月期 52,407百万円 26年3月期 50,411百万円

2. 平成28年 3月期の個別業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、（添付資料）
２ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 90,329 6.9 1,659 14.1 1,729 13.5 1,205 16.3 58.14
通期 186,798 4.3 3,696 2.0 3,832 0.6 2,671 0.7 128.87
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

 当連結会計年度における我が国経済は、政府の金融経済政策により企業収益・雇用情勢の改善が進む一方、消費税

率引き上げに伴う駆け込み需要の反動、外需の伸び悩みなどから不透明な状況で推移いたしました。

 このような環境の中、当社グループにおきましては、従来からの基本戦略である「販売エリアの拡大」と「販売シ

ェアの向上」の一環として、５月に沖縄県沖縄市に小野建沖縄中部センター、７月に群馬県高崎市に小野建高崎セン

ターを新設し、さらに１月に大阪府堺市に堺スチールセンターの増設、２月に兵庫営業所の新倉庫が完成し営業を開

始いたしました。業績につきましては、鋼材販売数量の増加ならびに完成工事高が増加した結果、当連結会計年度の

売上高は、過去最高となる1,904億14百万円（前年同期比6.6％増）となりました。損益面におきましては在庫単価が

高止まりしている中、販売価格への転嫁が難航し、在庫販売における利益率が低下したことにより、営業利益41億33

百万円（前年同期比13.5％減）、経常利益43億24百万円（前年同期比13.2％減）となりました。当期純利益は賃貸資

産の売却等がありましたが29億73百万円（前年同期比20.9％減）となりました。 

 セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①九州・中国エリア 

 前期に対し建設需要が増加した結果、鋼材市況の上昇により売上高は増加いたしました。利益につきましても売上

高の増加ならびに建設工事の利益率上昇により増加いたしました。その結果、外部顧客への売上高は987億29百万円

（前年同期比1.5％増）セグメント利益は29億42百万円（前年同期比7.0％増）となりました。 

②関西・中京エリア 

 前期に対し建築向けを中心に鋼材市況の上昇と鋼材販売数量の増加ならびに完成工事高が増加した為、売上高は増

加いたしました。利益につきましては在庫販売における利益率の低下により減少いたしました。その結果、外部顧客

への売上高は493億32百万円（前年同期比18.2％増）セグメント利益は4億56百万円（前年同期比45.9％減）となりま

した。 

③関東・東北エリア 

 前期に対し鋼材市況の上昇と完成工事高が増加した為、売上高は増加いたしました。利益につきましては在庫販売

における利益率の低下により減少いたしました。その結果、外部顧客への売上高は423億52百万円（前年同期比6.8％

増）セグメント利益は７億44百万円（前年同期比40.5％減）となりました。 

(2）財政状態に関する分析

①資産、負債および純資産の状況

（資産の部） 

前連結会計年度末比138億53百万円増加し、1,330億60百万円となりました。主な要因は、新倉庫稼働による商品及

び製品の増加ならびに新倉庫稼働による固定資産の増加によるものです。 

（負債の部） 

前連結会計年度末比116億40百万円増加し785億92百万円となりました。主な要因は、設備投資ならびに運転資金の

増加に伴う短期借入金の増加によるものです。 

（純資産の部） 

前連結会計年度末比22億13百万円増加し544億68百万円となりました。主な要因は、利益剰余金の増加によるもの

です。 

 

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の取得による支出が増加

したものの、短期借入金の増加による収入があったことにより前連結会計期間末に比べ２億84百万円増加し、当連結

会計期間末は25億96百万円となりました。

当連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は51億62百万円（前連結会計期間は70億９百万円の使用）となりました。

これは主に、仕入債務の減少、たな卸資産の増加及び法人税等の支払いによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は88億23百万円（前連結会計期間は59億22百万円の使用）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は142億70百万円（前連結会計期間は128億45百万円の獲得）となりました。

これは主に、短期借入金の増加によるものであります。
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、内部留保の充実による企業体質の強化をはかりつつ、安定かつ高い水準の利益還元を継続的に行うことを

基本方針としております。

当期につきましては、１株当たり15円の中間配当を実施し、期末配当につきましては今後のエリア拡大戦略を積極

的に進めるべく新倉庫建設に投資する等、今後の安定的な利益確保のビジョンを元に総合的に判断し、１株当たり20

円とさせていただきました。

この結果、通期におきましては１株当たり35円の配当となり、当期の連結配当性向は24.4%となりました。

また、内部留保金につきましては、市況・需要動向に迅速に対応できる在庫体制の拡充や新しい拠点施設の整備な

どに有効に利用し、結果として株主の方々へのさらなる利益還元を積極的に行ってまいります。

なお、次期の配当金につきましても引き続き同様の方針に基づき、１株あたり中間配当金17円、期末配当金23円の

年間40円の配当を予定しております。
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２．企業集団の状況

当社の企業集団は、当社と連結子会社３社および非連結持分法非適用子会社１社で構成され、主に鉄鋼・建材商品の

販売および一部工事請負を国内各地域において行っており、各拠点において包括的な戦略を立案し、事業活動を展開し

ております。

したがって、当社は、販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「九州・中国」、「関西・中

京」および「関東・東北」の３つを報告セグメントとしております。

事業系統図は次のとおりであります。
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３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

 当社グループは、鉄鋼商品および建設機材の取扱いを主業務とし、「少数精鋭主義のなか、創意工夫による自己の 

成長と企業の安定、発展をはかり、感謝と誠意をもって社会に貢献しつづける企業づくり。」を経営理念として、常 

に新しい価値の創造に努め業績の向上をはかっております。 

 さらに、九州を地盤とする企業グループとして地域内シェアの向上をはかるとともに全国展開をはかるためのエリ 

ア拡大を進めるなど、業容拡大を積極的におこなっております。また、各拠点におきましては地域に根ざし、地域社 

会の発展とともに成長する企業を目指しております。

(2）目標とする経営指標

 当社グループは、株主や投資家の皆様方の期待に応え、より持続的な成長を目指し積極的な経営戦略をはかり、中 

期的な経営指標として自己資本純利益率（ROE）にて6.0％以上を維持継続出来るよう取組みを強化してまいります。

(3）中長期的な会社の経営戦略

 当社グループでは、「販売エリアの拡大」と「販売シェア向上」を基本戦略とした、「存在感のある企業」づくり

をさらに進めることにより、業績の向上とともに社会貢献と株主還元に積極的に取り組んでまいります。

 今後につきましては、次の項目をキーワードとして中期的な戦略を築き上げてまいります。

①企業再構築

 激動する経営環境の中で、従来の会社組織においては十分対応できなくなる可能性が高いことから、会社内部の 

組織変更のみならず、会社機構そのものの再構築も視野に入れて検討をはかってまいります。

 これにより、会社経営の効率化と内部管理体制の強化、さらには、円滑な人事戦略をはかることにより、会社の活 

性化による企業価値の向上を目指してまいります。

②チャレンジ

 真のリーディングカンパニーとなるための更なるステップとして、今まで築き上げてきた経営基盤を十二分に活用 

し、存在意義とは何かを一人一人が創造し、かつ、高いレベルでの感性をもって、あらゆる局面においても「チャレ 

ンジ」の精神で取り組む姿勢にこだわり続けてまいります。

 このような積極的な姿勢こそが、勝ち残っていく原点であると認識しております。

③スピード

 新しい情報化社会の到来により、時代の急速な変化に対応するために、社内情報システムの運用強化することによ 

り情報の一元管理と活用をはかり、システムと人とが一体となることにより会社全体の総合力を発揮できる体制づく 

りを推進してまいります。

④物流機能の強化

 物流コストの削減ならびに在庫保有能力の向上により安定的な利益を確保することを目的に適材適所に倉庫を建設

してまいります。

(4）会社の対処すべき課題

 鉄鉱石・石炭・鉄スクラップ等の鉄鋼原材料価格の変動による鉄鋼商品市況の影響により、当社が属している鉄鋼

流通業は市況の上昇による販売与信リスク、在庫金利負担の増加リスクの発生、もしくは市況の下落による在庫の販

売損ならびに評価損の発生リスクが企業経営に大きな影響を及ぼし、販売力・財務力などの差異により企業間格差は

拡大傾向にあります。

 このような環境の中、当社グループは企業間競争に勝ち残るため、下記の課題克服にチャレンジし続けてまいりま

す。

① 「販売エリアの拡大」策として、出張販売から徐々に販売エリアを広げ、営業所の開設へとつなげることにより

得意先への細やかな対応を目指してまいります。

② 「販売シェア向上」策として、最終ユーザーをターゲットとした川下戦略により、販売先の件数増加をはかり、

販売力の強化および与信リスク分散に努めてまいります。

③ 「大型ストックヤードの保有による多品種構成のスーパーマーケット型事業展開」を実現するため、各仕入先と

の関係強化、設備投資や在庫保有に必要な資金調達が柔軟に行えるよう財務体質の強化に尽力してまいります。さ

らに、付加価値の高い商品の販売や自社岸壁の保有など物流コストの削減を目指すことにより収益率を高めてまい

ります。

④ 商品販売のみならず工事請負事業にも注力し、付加価値の向上と市況に影響を受けにくい体制づくりを目指して

まいります。

⑤ 与信管理の強化策として回収条件の変更、与信調査の強化をはかってまいります。
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⑥ 今後の事業展開を鑑み、人材の育成が急務であり、個々のレベルアップとともに組織力強化をはかるため、情報

と業務の共有化の徹底に取り組んでまいります。さらに、人材確保におきましても少子高齢化社会が進む中、人材

の確保が難しくなっており、インターネット等を駆使し、幅広く会社の認知度を高め、世代のバランスを考えた新

卒・中途の採用を積極的に行ってまいります。

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用しており

ます。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表
 

    (単位：百万円) 

  前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,424 2,709 

受取手形及び売掛金 60,555 59,672 

商品及び製品 15,109 20,023 

原材料及び貯蔵品 997 1,194 

繰延税金資産 555 312 

その他 3,143 4,863 

貸倒引当金 △181 △96 

流動資産合計 82,604 88,677 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 16,882 21,046 

減価償却累計額 △8,760 △9,119 

建物及び構築物（純額） 8,122 11,927 

機械装置及び運搬具 4,598 5,164 

減価償却累計額 △3,423 △3,674 

機械装置及び運搬具（純額） 1,175 1,489 

土地 24,846 26,643 

リース資産 35 42 

減価償却累計額 △14 △18 

リース資産（純額） 21 24 

その他 421 495 

減価償却累計額 △350 △344 

その他（純額） 70 151 

建設仮勘定 668 2,366 

有形固定資産合計 34,904 42,603 

無形固定資産    

のれん 17 7 

その他 51 143 

無形固定資産合計 68 151 

投資その他の資産    

投資有価証券 843 1,052 

長期貸付金 － 11 

従業員に対する長期貸付金 33 29 

繰延税金資産 13 5 

その他 935 594 

貸倒引当金 △196 △65 

投資その他の資産合計 1,629 1,628 

固定資産合計 36,603 44,383 

資産合計 119,207 133,060 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 35,925 32,277 

短期借入金 19,800 34,006 

1年内返済予定の長期借入金 16 123 

リース債務 6 9 

未払法人税等 1,610 237 

賞与引当金 866 619 

役員賞与引当金 96 － 

工事損失引当金 104 104 

その他 2,088 3,790 

流動負債合計 60,513 71,168 

固定負債    

社債 5,024 5,019 

長期借入金 － 731 

リース債務 15 17 

繰延税金負債 10 176 

役員退職慰労引当金 423 455 

退職給付に係る負債 600 665 

資産除去債務 57 57 

その他 306 301 

固定負債合計 6,438 7,424 

負債合計 66,952 78,592 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,780 3,780 

資本剰余金 3,509 3,509 

利益剰余金 45,172 47,333 

自己株式 △602 △602 

株主資本合計 51,859 54,020 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 263 431 

繰延ヘッジ損益 13 1 

退職給付に係る調整累計額 2 14 

その他の包括利益累計額合計 278 447 

少数株主持分 117 0 

純資産合計 52,255 54,468 

負債純資産合計 119,207 133,060 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 178,653 190,414 

売上原価 164,566 177,258 

売上総利益 14,086 13,155 

販売費及び一般管理費 9,307 9,022 

営業利益 4,778 4,133 

営業外収益    

受取利息 2 6 

仕入割引 111 118 

受取家賃 49 51 

その他 134 136 

営業外収益合計 298 311 

営業外費用    

支払利息 24 55 

売上割引 55 61 

社債発行費 13 － 

その他 0 3 

営業外費用合計 94 120 

経常利益 4,982 4,324 

特別利益    

固定資産売却益 522 212 

その他 － 5 

特別利益合計 522 217 

特別損失    

固定資産売却損 － 46 

固定資産除却損 17 16 

投資有価証券評価損 9 － 

役員退職慰労金 － 17 

訴訟和解金 － 65 

その他 1 1 

特別損失合計 28 147 

税金等調整前当期純利益 5,476 4,394 

法人税、住民税及び事業税 1,754 1,009 

法人税等調整額 △62 404 

法人税等合計 1,692 1,413 

少数株主損益調整前当期純利益 3,784 2,980 

少数株主利益 23 7 

当期純利益 3,760 2,973 
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（連結包括利益計算書）
 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 3,784 2,980 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 11 168 

繰延ヘッジ損益 2 △12 

退職給付に係る調整額 2 12 

その他の包括利益合計 16 168 

包括利益 3,800 3,149 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 3,777 3,141 

少数株主に係る包括利益 23 7 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,780 3,509 42,157 △602 48,844 

会計方針の変更による累積
的影響額         － 

会計方針の変更を反映した
当期首残高 

3,780 3,509 42,157 △602 48,844 

当期変動額           

剰余金の配当     △746   △746 

当期純利益     3,760   3,760 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 3,014 △0 3,014 

当期末残高 3,780 3,509 45,172 △602 51,859 

 

             

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 252 10 － 262 93 49,200 

会計方針の変更による累積
的影響額           － 

会計方針の変更を反映した
当期首残高 252 10 － 262 93 49,200 

当期変動額             

剰余金の配当           △746 

当期純利益           3,760 

自己株式の取得           △0 

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額） 

10 2 2 16 23 39 

当期変動額合計 10 2 2 16 23 3,054 

当期末残高 263 13 2 278 117 52,255 
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,780 3,509 45,172 △602 51,859 

会計方針の変更による累積
的影響額     △44   △44 

会計方針の変更を反映した
当期首残高 3,780 3,509 45,127 △602 51,814 

当期変動額           

剰余金の配当     △766   △766 

当期純利益     2,973   2,973 

自己株式の取得         － 

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 2,206 － 2,206 

当期末残高 3,780 3,509 47,333 △602 54,020 

 

             

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 263 13 2 278 117 52,255 

会計方針の変更による累積
的影響額           △44 

会計方針の変更を反映した
当期首残高 

263 13 2 278 117 52,210 

当期変動額             

剰余金の配当           △766 

当期純利益           2,973 

自己株式の取得           － 

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額） 

168 △12 12 168 △117 51 

当期変動額合計 168 △12 12 168 △117 2,257 

当期末残高 431 1 14 447 0 54,468 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 5,476 4,394 

減価償却費 895 950 

のれん償却額 37 16 

無形固定資産償却費 26 17 

長期前払費用償却額 1 1 

賞与引当金の増減額（△は減少） 392 △246 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 36 △96 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 104 － 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 39 32 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14 △216 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 100 13 

受取利息及び受取配当金 △17 △23 

支払利息 24 55 

投資有価証券売却損益（△は益） 0 △5 

投資有価証券評価損益（△は益） 9 － 

出資金評価損 1 1 

有形固定資産売却損益（△は益） △522 △165 

有形固定資産除却損 17 16 

訴訟和解金 － 65 

売上債権の増減額（△は増加） △8,898 3,132 

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,361 △5,110 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 33 △170 

仕入債務の増減額（△は減少） 491 △5,231 

未払消費税等の増減額（△は減少） △227 15 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 346 △129 

その他の固定負債の増減額（△は減少） △8 △5 

小計 △6,987 △2,688 

利息及び配当金の受取額 17 18 

利息の支払額 △24 △56 

訴訟和解金の支払額 － △65 

法人税等の支払額 △275 △2,370 

法人税等の還付額 260 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,009 △5,162 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △7,825 △8,901 

有形固定資産の売却による収入 1,898 447 

子会社株式の取得による支出 － △130 

投資有価証券の取得による支出 △1 △2 

投資有価証券の売却による収入 0 5 

無形固定資産の取得による支出 △3 △100 

出資金の払込による支出 － △0 

出資金の回収による収入 0 － 

出資金の売却による収入 － 0 

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 △2 3 

投資その他の資産の増減額（△は増加） 12 △144 

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,922 △8,823 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 8,600 14,206 

長期借入金の返済による支出 △24 △22 

長期借入れによる収入 － 861 

社債の発行による収入 5,024 － 

自己株式の取得による支出 △0 － 

配当金の支払額 △748 △766 

リース債務の返済による支出 △6 △8 

財務活動によるキャッシュ・フロー 12,845 14,270 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △86 284 

現金及び現金同等物の期首残高 2,399 2,312 

現金及び現金同等物の期末残高 2,312 2,596 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法につ

いて、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間および支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が69百万円増加し、利益剰余金が44百万円減少しており

ます。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に対する影響は軽微であります。
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（セグメント情報等）

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、主に鉄鋼・建材商品の販売および一部工事請負を国内各地域において行っており、各拠点において包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「九州・中国」、「関西・

中京」および「関東・東北」の３つを報告セグメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却前）ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        （単位：百万円） 

  九州・中国 関西・中京 関東・東北 合計 

売上高        

外部顧客への売上高 97,260 41,741 39,651 178,653 

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

7,840 3,421 890 12,151 

計 105,100 45,162 40,541 190,804 

セグメント利益 2,750 845 1,251 4,846 

セグメント資産 67,765 23,235 25,118 116,120 

その他の項目        

減価償却費 439 155 327 921 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
325 6,575 281 7,182 

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

        （単位：百万円） 

  九州・中国 関西・中京 関東・東北 合計 

売上高        

外部顧客への売上高 98,729 49,332 42,352 190,414 

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

7,204 4,242 902 12,349 

計 105,933 53,574 43,255 202,763 

セグメント利益 2,942 456 744 4,143 

セグメント資産 57,138 35,576 36,661 129,377

その他の項目        

減価償却費 423 186 346 955

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
1,709 3,796 1,728 7,234
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 4,846 4,143

セグメント間取引消去等 2 2

のれんの償却額 △37 △16

棚卸資産の調整額 △33 3

連結財務諸表の営業利益 4,778 4,133

 

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 116,120 129,377

セグメント間取引消去等 △3,072 △2,654

のれん 17 7

棚卸資産の調整額 △48 △45

全社資産（注） 6,190 6,375

連結財務諸表の資産合計 119,207 133,060

（注）全社資産は、主に当社の現金及び預金、管理部門に係る資産等であります。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 2,515.61円 2,628.04円

１株当たり当期純利益金額 181.44円 143.44円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 177.93円 125.38円

（注）算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１．１株当たり純資産額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 52,255 54,468

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
117 0

（うち少数株主持分（百万円）） (117) (0)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 52,138 54,468

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
20,725 20,725

 

２．１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益金額（百万円） 3,760 2,973

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 3,760 2,973

期中平均株式数（千株） 20,725 20,725

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（百万円） 0 △3

 （うち支払利息（税額相当額控除後）

 （百万円））
(0) (△3)

普通株式増加数（千株） 405 2,960

 （うち転換社債型新株予約権付社債

 （千株））
(405) (2,960)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めなか

った潜在株式の概要

－
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（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

（開示の省略）

 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略してお

ります。

 リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、税効果会計、企業統

合等、資産除去債務、賃貸等不動産、関連当事者情報に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性

が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

 

６．その他

役員の異動

(1) 代表取締役の異動

該当事項はありません。

(2) その他の役員の異動

退任予定取締役

 取締役福岡支店長 松尾 俊朗

(3) 退任予定日

平成27年６月26日
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